
1.クーリングオフ対象外 2.クーリングオフ対象申込形態
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現在の職種に○

インターンシップによる実務年数に○ １．実務２年に該当　　　　２．実務１年に該当　　　　３．未修得

1． 建築設計 　2． 構造設計 　3． 設備設計 　4． 積算・見積 　5． 工事監理 　6． 現場管理 　7． 技能労働 　8． 研究開発
9． 行政 10． 教育 11． 営業 12． 都市開発 13． 調査・鑑定 14． 手続代理 15． その他（　　　　　　　　）

eメール（PC）

姓

★

★

★

★

★

名

※直接、現金受領はできません。銀行振込していただくようお願いします。
※役務の提供時期は別紙に記載します。

役務開始日教室平成　　　年度受講講座 年　  月  　 日

eメール

「一般教育訓練給付制度のご案内」を受け取りましたか？ □いいえ□はい

※e講義パスワードの受信
希望先に○をつけてくだ
さい。

私は受講申込にあたり、受講申込書裏面の受講契約書並びに、役務の内容・時期を明記したも
のを受領しました。また、クーリングオフの規定に関する説明を受け、右記の諸注意を確認しました。

3004

曜

時 ～　　時 希望

AM
PM

□ はいe講義・映像講義の内容・時期・提供について確認した

一般教育訓練給付制度対象講座の受講については、制度利用の諸条件（支
給要件・修了認定基準・申請時期支給額 等）を充分に確認の上、お申込く
ださい。給付金の支給については、当学院が保証するものではありません。

署名
受験資格は試験実施機関が判定するものであり、本試験受験申し込みに際
し、受験申込書に記載した内容に基づき、試験実施機関より受験資格を認
定されない場合、当学院は責任を負わないものとします。

円（税込） 割引金額（税抜）（　　　　　　　　  ）

年度
学 科 合 格 年 度

覚書番号

尚、本契約書裏面の内容は重要ですので十分にお読みください。

会社携帯電話

（ 　　 ）

（ 　　 ）

電話番号（　　　 ）　　　　─ 　　　　　ＦＡＸ（　　　）　　　　─ 　　　　　携帯電話（　　　）　　　　─

eメール（携帯）

受講契約に関するお問い合わせ ◎お客様契約相談室

※★の箇所は、以前に当学院の講座を受講された方で、その後、変更がない場合、記入は不要です。

クーリングオフの効力は、この書面を受領した日を含めて８日以内にお客様が申込の撤回または契約の解除をする旨の書面を郵送した
時（消印有効）から生じます。

第4条（受講契約の解約・返金）
当学院と受講申込者との間で受講契約が成立した後に、本人の死亡、重大な心身の疾病、出産、長期にわたる海外転勤、海外留学、勤務先の倒
産などの理由、受験資格を満たさない場合、またはその他講座を継続できない理由が生じたことにより受講することが困難もしくは不可能になっ
た場合は解約に応じます。なお、解約時は、当社より別途資料の提出を求める場合があります。
尚、解約の処理・ご相談は通学教室担当・管理担当へご連絡下さい。また、解約処理にあたり手数料が発生いたします。金額は以下の基準に
従って決定するものとします。

〔役務開始前日までの解約〕－解約手数料30,000円を除いた全額
〔役務開始当日以降の解約〕－解約手数料30,000円及び役務未提供受講分の20％（上限50,000円）と役務提供済み受講料を除いた全額
（※但し、一部解約手数料は下記一覧に準ずる。）

本受講契約に基づく通学講座及び通信講座の具体的内容については、本契約時までに受講申込者に交付しました当学院の講座内容が記載された説明
書（パンフレット等）の通りとし、受講申込者は、当該講座内容を理解したうえで、当学院所定の申込用紙（表面）に署名（自署）するものとし、その署名（自署）
の後に当学院と受講申込者との間で本受講契約が成立します。

※役務提供日に解約請求された場合、提供状況にかかわらず、役務提供済みとします。
〔e講義（WEB講座）について〕－解約請求時点で視聴可能な講義については役務提供済みとして扱います。

金　額
解約手数料

30,000円
受講料総額20万以上

20,000円
受講料総額20万未満

10,000円
受講料総額10万未満

（受講料）

1 受講生は、自己の責任と負担で所定の受講教室に出席・受講及びe講義の視聴等をしなければならず、当学院は、これらについて如何なる援助も
行うものではありません。

第１３条（反社会的勢力の排除）
（１）受講申込者は、受講申込者（受講申込者が法人である場合にはその役員を含む）が、現在、暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、
総会屋等、社会運動等標榜ゴロ又は特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずるものの何れにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当し
ないことを確約致します。
（２）受講申込者は、自ら又は第三者を利用して次の各号に該当する行為を行わないことを確約致します。①暴力的な要求行為、②法的責任を超えた不
当な要求行為、③取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為、④風説を流布し、偽計を用い又は威力を用いて会社の信用を毀損し、又
は会社の業務を妨害する行為、⑤その他前各号に準ずる行為。
（３）受講申込者が（１）若しくは（２）のいずれかに該当する行為をし、又は（１）若しくは（２）の規定に基づく表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明
した場合、当学院は、直ちに受講契約を解除することができ、その際には第８条４項規定に基づき処理を行うものとします。


